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連 絡 先      055-223-1750   (内線 8021) 

山梨県教育委員会  

令和６年度 第１回山梨県の公立学校における働き方改革推進委員会の開催について 
 

 
○山梨県の公立学校における働き方改革推進委員会について 

・教員が子供と向き合う時間を確保できるよう、「山梨県の公立学校における働き方改革に関す

る取組方針」に基づく取組を検討・推進するため、山梨県の公立学校における働き方改革推進

委員会を開催。 
・外部関係団体（※）及び県教育委員会事務局の委員９名で構成 
  （※）外部関係団体：市町村教育委員会連合会、県公立小中学校長会、県高等学校長協会、 

県公立小中学校教頭会、県高等学校教頭・副校長会、県事務主幹・事 
務幹会議、県ＰＴＡ協議会、県高等学校ＰＴＡ連合会 

 
○令和６年度 第１回山梨県の公立学校における働き方改革推進委員会 

１ 日時：令和６年７月１１日（木）午前１０時～１２時００分 

２ 場所：県庁防災新館３階 教育委員会室 

３ 議事（案） 

（１）「山梨県の公立学校における働き方改革推進委員会」について 

（２）「山梨県の公立学校における働き方改革に関する取組方針」に掲げられた数値目標の

令和５年度の状況について 

（３）学校の働き方改革に関する国・県の主な動き 

（４）令和６年度の主な取組 

①「山梨県の公立学校における働き方改革に関する取組方針」の改訂について 

②「学校現場への文書半減プロジェクト」について 

③「働き方改革モデル校事業」について 

④「学校の働き方改革フォーラム」について 

（５）意見交換  

（６）その他 

【参考】これまでの主な経緯 

・平成２８年１１月  教員の多忙化対策検討委員会を設置 

・平成２９年 ３月  教員の多忙化改善に向けた取組方針を策定 

・令和 ２年 ３月  山梨県立学校の在校等時間の上限等に関する方針を策定 

・令和 ３年 ３月  山梨県の公立学校における働き方改革に関する取組方針を策定 

１０月  「教員の多忙化対策検討委員会」を「山梨県の公立学校における働き方

改革推進委員会」と改称 


